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１ 趣旨（はじめに） 

この募集要項は、蒲郡市民間提案制度（以下「民間提案制度」という。）を活用し、

別に定めるテーマに関する提案募集について必要事項を定めるものです。 

 

２ 民間提案制度とは 

民間提案制度とは、官民の知恵、ノウハウ、資金等を統合し、より効率的な行政

運営を行うため、民間事業者の皆様から幅広く提案を募り、行財政課題の解決に資

する提案については提案いただいた方との協議を経て、事業化を図る制度です。 

蒲郡市は、いただいた提案を知的財産として取り扱い、その情報及び内容を保護し

た上で、事業化にあたっては提案いただいた方と随意契約をすることを前提とします。 

ただし、提案いただいた方と協議が成立した場合においても、予算について議会で

承認されない等の事由により、事業化されない場合もあります。 

 

３ 提案について 

⑴ 提案のテーマ 

「空家の利活用促進に繋がる官民連携事業」 

全国で使用目的のない空家が、この２０年間で１．９倍に増加し、今後も増

加していくことが想定されます。この状況を鑑み、令和５年１２月、国は「空家

等対策の推進に関する特別措置法」を改正し、除却等の更なる促進や、周囲に

悪影響を及ぼす前の有効活用や適切な管理を総合的に強化する方向性を示しま

した。 

蒲郡市でも、増え続ける空家の利活用促進を図るため、「蒲郡市空家等対策計

画」に基づき、空家・空き店舗バンクを運営していますが、今回の特別措置法

の改正を受け、更なる空家の利活用策を検討しています。 

この募集では空家対策として、地域性や立地条件など、本市の特性を踏まえ

た空家利活用促進に繋がる官民連携事業の提案を募集します。 

 

⑵ 提案内容の要件 

提案の内容は、原則として本市における新たな財政負担を伴わないものとします。

ただし、将来的な事業効果や財政負担の低減の見込みのあるものについては、この

限りではありません。合わせて、次のいずれかに該当することが必要です。 

ア 市民サービスの向上につながるもの 

イ 市の業務の効率化につながるもの 

ウ 公共施設の維持管理に要する経費の削減等を図るもの 

エ その他市長が必要と認めるもの  
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⑶ 提案をいただく民間事業者等（以下「提案者」といいます。）の要件 

ア 提案者は、株式会社、有限会社、特定非営利活動法人、社会福祉法人、学校法

人、地縁による団体等であって、提案した事項を適切かつ的確に遂行すること

ができる意思及び能力を有することとします。 

イ 複数の提案者が共同で企画提案することもできます。その場合には、提案時

に提案者の構成員をすべて明らかにし、各々の役割分担を明確にしてください。 

ウ 提案者は、蒲郡市や空家所有者との協議や調整ができるとともに、併せて事

業化に向けて提案内容に変更等が生じても柔軟に対応ができることとします。 

 

⑷ 提案者の制限 

提案者（提案者の構成員を含む）は、提案の受付期間の最終日において、次の

要件のすべてを満たすこととします。 

ア 蒲郡市入札参加資格者名簿に登録されている、または提案にかかる事業実施の

ための契約を締結するまでに登録する予定であること。 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していな

いこと。 

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の申立て、

または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開始の申

立てがなされていないこと。 

エ 宗教活動や政治活動を主たる目的としていないこと。 

オ 「蒲郡市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成２３年４月

１日付け蒲郡市長・蒲郡警察署長締結）に基づく排除措置を受けていないこと。 

カ 蒲郡市物品購入等の契約に係る指名停止等の措置要領（平成３１年４月１日施

行）、または蒲郡市工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和５９年１２月１

日施行）に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

キ 国税、愛知県の県税、蒲郡市の市税を滞納していないこと。 

ク 公共性・公平性に問題がある等、その他市が連携を行うに当たりふさわしくない

と判断されないこと。  
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⑸ 提案の留意事項 

ア 事業を実施する際には、市内の事業者との連携や優先発注、地元雇用・地元

産材の調達など、地域貢献に資するビジネスモデルの構築に努めてください。 

イ 提案にあたっては、他者が保有する特許権や著作権等を侵害するものでない

ことを保証した上で提案してください。 

ウ その他、提案者は次の事項を確認のうえ、提案してください。 

(ｱ) 本事項に定める書類のほか、必要に応じ追加資料の提出を求めることがあ

ります。 

(ｲ) 受付終了後、提出された書類の再提出や差し替えは原則認めません。 

(ｳ) 提出された書類データは理由のいかんを問わず返却しません。 

 

４ 事業実施までの流れ 

事業実施までの流れは、以下のとおりです。 

⑴ 提案の募集・受付 

蒲郡市において対象となるテーマを選定し、募集期間中に民間事業者等からの

提案を受け付けます。事務局への申し込みにより、事前対話を行うこともできま

す。 

 

⑵ 書類審査（参加資格審査） 

提出された申込書を基に、提案者及び提案内容が要件に該当するか確認を行い、

要件に該当した場合は、プレゼンテーション・ヒアリングに進むことができます。 

 

⑶ 提案内容の審査及び選定（交渉権者の決定） 

プレゼンテーションとヒアリングを実施し、提案内容の審査、選定を行います。

「蒲郡市民間提案審査委員会」（以下「審査委員会」という。）において、提案者の

アイデア及びノウハウの活用性、市民サービスの向上の度合、地域貢献、蒲郡市

の業務効率化への効果などについて審査し、事業化することが適当と判断したも

のについて、協議対象案件として選定し、提案した事業者を交渉権者とします。 

 

⑷ 交渉権者との事業の詳細協議及び事業提案の実施に向けた事業フレームの構築

作業 

交渉権者と蒲郡市で事業の実施に向けた諸条件、事業フレーム、予算面、事業

の開始時期等について、詳細内容の協議を行います。なお、交渉権者や蒲郡市が

必要と認めたときは、事業化に向けた協議を行うことについて協定書を締結する

ことができます。  
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⑸ 契約等の締結 

協議を行った結果、協議が成立（双方が合意）した場合は、交渉権者と蒲郡市

で随意契約等を締結します。なお、契約の内容によっては議会の承認（地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号、第２３７条第２項等）が

必要となる場合があります。交渉権者と協議が成立しない場合は、契約に至らな

い場合もあります。 

また、協議が整った場合においても、予算について議会の承認が得られない等

の事由により、事業化されない場合もあります。 

 

⑹ 事業の実施 

交渉権者は契約者となり、事業者として提案事業を実施します。実施する事業

は複数年度での実施も可能とします。 

なお、事業の期間については、事業の内容協議の段階で決定することとします。 

 

⑺ 事業の効果及び成果の評価等（モニタリング等） 

事業を開始した後は、事業者及び蒲郡市による定期的なモニタリング等を行い、

事業フレームに反映及び修正させていくことで、ＰＤＣＡサイクルを確実なもの

とします。  
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【提案募集から事業実施までの流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

募集開始 

令和６年３月１８日（月） 

事前対話 

令和６年３月１８日（月）～５月２４日（金） 

提案書の提出 

令和６年５月２７日（月）～６月７日（金） 

 

書類審査 

令和６年６月１０日（月）～６月１４日（金） 

契約等 

事業の実施 

詳細協議 

（事業フレームの提案） 

・募集要項の公表 

・募集期間中は気軽にご相談ください。 

・審査委員会で、プレゼンテーションと

ヒアリングを行います。 

・審査委員会で採択された案件は、事業

化へ向けた協議を行います。 

・協議が整った場合、随意契約等を締結

し、事業を実施します。 

（議会承認や予算化等が必要な場合は、

必要な手続きを経たのちの契約となり

ます。） 

プレゼンテーション・ヒアリング審査 

令和６年６月２４日（月）～６月２８日（金） 

の間のいずれか 

・提案者・提案内容が要件に該当してい

るか確認します。 

・期間内に必要書類を提出してくださ

い。 

事業の効果および成果の評価 

（定期的なモニタリング） 
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５ 募集のスケジュール 

提案の募集や審査等は次の日程で行います。各項目における期間についてご確認

のうえ、手続き等を行ってください。 

募集要項の公表 令和６年３月１８日（月） 

事前対話の受付 令和６年３月１８日（月）～５月２４日（金） 

提案書類の受付 令和６年５月２７日（月）～６月 ７日（金） 

書類審査（参加資格審査） 令和６年６月１０日（月）～６月１４日（金） 

プレゼンテーション・ 

ヒアリング審査 

令和６年６月２４日（月）～６月２８日（金） 

の間のいずれか 

審査結果の通知・公表 令和６年７月１日（月）～７月５日（金） 

 

６ 提案の進め方 

⑴ 事前対話 

ア 提案内容の検討にあたって、事前対話を実施します。事前対話を希望する場

合は、受付期間中に電子メールにて蒲郡市民間提案制度事前対話申込書（第１

号様式）を事務局まで提出してください。様式については蒲郡市公式ウェブサ

イトからダウンロードできます。 

なお、電子メール送信後に、到達確認のため事務局にご連絡ください。 

イ 事前対話は、対面形式で実施します。ただし、場合によっては、オンラインに

よるウェブ会議でも可とします。 

ウ 事前対話の有無は審査に影響を及ぼしませんが、本市の課題の把握や情報共

有の観点からも、積極的な活用をお願いします。相談回数の制限もありません。 

エ 事前対話の内容が「民間提案制度に関する事項」の場合は、蒲郡市公式ウェ

ブサイトで質疑及び回答の内容を公表します。一方、「提案内容に関する事項」

の場合は提案内容の知的財産を保護するため、質疑者あてに個別に回答します。 
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⑵ 提案書類の提出 

ア 提出書類 

提出する提案書類は次のとおりです。各様式については蒲郡市公式ウェブサ

イトからダウンロードできます。 

なお、グループで応募する場合、登記事項証明書と決算関係書類は、グルー

プを構成する構成員すべてのものを提出してください。 

名称 内容 様式番号 

申込書兼誓約書 所定の様式に内容を記入ください。 第２号様式 

提案書 

所定の様式に、提案内容の概要、独創性や特

徴、貴社の提案に対する優位性、事業スキー

ム等を自由に記載してください。内容を補足

する資料や、任意の別添資料を添付しても構

いません。 

第３号様式 

登記事項証明書 交付から３か月以内のもの ― 

決算関係書類 
直近１年間の財務諸表 

（貸借対照表、損益計算書等） 
― 

イ 提案書類の提出方法 

(ｱ) アに示す書類を持参、郵送（書留郵便に限ります。）、電子メールのいずれ

かの方法で、事務局まで提出してください。 

提出部数は、１部ずつとします。なお、持参や郵送の場合で提案書の付属

資料がある場合、付属資料の電子データを格納したＣＤ－ＲＯＭを１枚添付

してください。 

電子メールで提出を希望する場合には、事務局にあらかじめ電子メールで

連絡のうえ、指定の方法により提出いただきます。なお、電子メール送信後

に、到達確認のため事務局にご連絡ください。 

(ｲ) 書類の受付方法は、以下のとおりとします。 

持参の場合、提出時間は市役所開庁日（平日）の午前８時３０分から午後

５時１５分までとし、閉庁日（土、日、祝日など）は受付できません。 

郵送の場合、提出書類の受付最終日の消印有効とします。 

電子メールの場合、受付最終日までに送付してください。 

ウ 提案に関する留意事項 

(ｱ) 費用負担 

提案に関する書類の作成及び提出に係る費用は、すべて提案者の負担とし

ます。  
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(ｲ) 提出書類の取り扱い・著作権等 

提出書類の著作権は提案者に帰属しますが、提出書類は返却しません。 

提案者の提出書類については、提案審査以外では提案者に無断で使用した

り、第三者に情報を漏らしたりすることはありません。ただし、蒲郡市情報

公開条例（平成１０年蒲郡市条例第１号）に基づき、情報公開請求により提

出書類の一部又は全部を公開することがあります。 

(ｳ) 法令等の遵守 

提案にあたっては、事前に提案者の責任において関係法令等を確認し、事

業実施時における法令適合のリスクは提案者に帰属することとします。 

(ｴ) 失格事項 

次のいずれかに該当する場合は、失格とします。 

・提案書類に虚偽の記載があった場合 

・審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

・本要項に定める手続きを遵守しない場合 

(ｵ) 市内事業者の優先発注等 

提案者の構成員や事業実施に際して採用する事業者には、極力市内事業者

を採用するようにするなど、地域貢献に資するビジネスモデルの構築に努め

てください。 

(ｶ) 参考資料 

ａ 空家等データ 

蒲郡市が保有する空家等のデータは、個人情報を除き提供します。デー

タ提供依頼は事前対話で受け付けます。 

 ｂ 蒲郡市空家対策事業概要 

蒲郡市の空家対策事業概要を資料にまとめました。提案にあたり参考に

してください。 

(ｷ) その他 

・使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。 

・提出された書類は、返還しません。 

・資料提出後に辞退する場合は、電子メールにて蒲郡市民間提案制度辞退届

（第４号様式）を事務局まで提出してください。様式については蒲郡市公

式ウェブサイトからダウンロードできます。 

なお、電子メール送信後に、到達確認のため事務局にご連絡ください。 
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⑶ 企画提案の事前審査 

提出された書類をもとに提案者及び提案内容が要件に該当するか確認を行い、

その結果を令和６年６月１４日（金）までにお知らせします。要件に該当した場

合のみ、次のプレゼンテーション・ヒアリングに進むことができます。 

 

７ 審査及び評価 

いただいた提案は、審査委員会で審査を行います。審査委員会では、提案内容を

より理解するため、提案書に係るプレゼンテーション・ヒアリングを行います。 

⑴ 審査方法 

ア プレゼンテーション審査は、審査委員会において、事前に提出した提案書を

もとに、提案者自らがプレゼンテーション（説明）を行います。 

イ プレゼンテーションの際に審査委員に配布する資料は、原則として事前に提

出した提案書とその付属資料のみとし、それ以外の資料を使用する場合は、事

前に事務局までご相談ください。 

ウ 審査は提案者・案件毎に個別で行います。審査の順番は抽選により決定し、

事前に通知します。 

エ 提案者側の審査への出席数は原則として３名までとしますが、それ以上の参

加を希望する場合は、提案書の提出までに事務局までご相談ください。 

オ 提案審査の目安時間は、プレゼンテーション２０分程度、質疑応答（ヒアリ

ング）３０分程度とします。 

カ 審査は非公開で行います。 

キ 審査は⑶に定める審査項目、配点に基づき実施し、他の提案と内容が競合しな

い提案については、「採用」または「不採用」を決定します。 

なお、内容が競合して同時に成立しない提案があった場合は、⑶に定める配

点により提案の優劣を判断し、最も優れた提案について「採用」または「不採

用」を、それ以外の提案については「不採用」をそれぞれ決定します。審査委員

の評価が分かれた場合には、委員で協議して決定します。 

 

⑵ 実施日時 

令和６年６月２４日（月）から６月２８日（金）までの間で、別途通知します。 
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⑶ 審査項目及び配点 

審査区分 評価項目 配点 

地域性 

地域特性、地域ニーズをとらえた提案であるか。 １０ 

公益的な視点から、地域課題の解決に貢献する内

容となっているか。  
１０ 

実現性 

安全性・ 

実現性 

事業の実現性は高い提案であるか。 

収支計画に無理がなく資金調達のめどがあるか。 
２０ 

提案者が事業実施者となった場合、事業を安定に

担う体制、能力を有しているか。  
１０ 

効率性・ 

効果性 

所有者の経済的負担、市の管理負担を軽減するこ

とが見込まれ、良好な住環境の確保に繋がる提案

であるか。 

２０ 

法的適合性 
事業化にあたって支障となる法令等の事項がな

いか。 
５ 

独創性・その他 

独自の発想や工夫に基づく付加価値はあるか。 １５ 

行政が実施するよりも市民サービスの向上が図

られる工夫があるか。 
１０ 

合 計 １００ 

 

⑷ 審査結果の公表 

提案審査の結果は、令和６年７月１日（月）から７月５日（金）までの間に提案

者に対して通知するとともに、蒲郡市公式ウェブサイトで公表します。 

採用となった（協議対象となった）案件については、案件名と提案者名を公表

します。また、不採用となった（協議対象とならなかった）提案については、案件

名のみ公表します。なお、審査結果に対する異議の申し立ては受け付けません。 
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８ 採用となった案件の取扱い 

⑴ 協定の締結 

採用された提案の提出者（交渉権者）と蒲郡市が必要と認めた場合には、事業

化に向けた協議を行うことについて、協定書を締結します。協定の期間は原則と

して１年としますが、交渉権者と蒲郡市双方が合意した場合は、期間を延長する

ものとします。 

 

⑵ 事業化に向けた協議 

交渉権者と蒲郡市は、採用された提案の事業化に向けて協力し、詳細協議や必

要な手続き等を行い、事業フレームを構築します。提案の事業化に関して必要が

ある場合は、別に施設管理者、指定管理者等の空家の関係者とも同様に協議を行

い、事業実施に向けた調整を行います。協議、関係者との調整の結果、協議が成

立した場合は、交渉権者を契約事業者とします。 

 

⑶ 契約等の締結 

交渉権者と蒲郡市は、協議成立後、提案事業を実施するために随意契約等を締

結します。なお、契約の内容によっては議会の承認（地方自治法第９６条第１項

第５号、第２３７条第２項等）が必要となる場合があります。交渉権者と協議が

成立しない場合は契約に至らない場合もあります。 

協議が整った場合においても、予算について議会の承認が得られない等の事由

により、事業化されない場合もあります。 

 

⑷ 事業の実施 

提案者は事業者として、提案事業を実施します。実施する事業は複数年度での

実施も可能とします。 

なお、事業の期間については、事業の内容協議の段階で決定することとします。 

 

⑸ 事業の効果や成果の評価等（モニタリング等） 

事業を開始した後は、事業者と蒲郡市による定期的なモニタリング等を行い、

事業フレームに反映・修正させていくことで、ＰＤＣＡサイクルを確実なものと

します。  
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９ 事務局（提出書類の提出先） 

蒲郡市 総務部公共施設マネジメント課 

〒４４３－８６０１ 愛知県蒲郡市旭町１７番１号（蒲郡市役所新館４階） 

電 話：０５３３－６６－１２１４ 

ＦＡＸ：０５３３－６６－１１８３ 

メール：k-mane@city.gamagori.lg.jp 


